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アジア経済法令ニュース No.18-34 

 添付法令資料 1： モロッコにおける医療専門職のための教育機関の設置に関する 

  1993 年 10 月 29 日付政令第 2-93-602 号（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国放送通信発展基本法（目次） 

 添付法令資料 3： 中国外国航空運送企業常駐代表機構審査・認可管理弁法（目次） 

 添付法令資料 4： 金融操作への参加に関する 2018 年 4 月 30 日付インドネシア 

  中央銀行理事会規定 No.20/7/PADG/2018（目次） 

 添付法令資料 5： 各信用組織法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2018 年 8 月 24 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 キンシャサ市道路維持管理機材整備計画のための贈与に関する日本国政府と

コンゴ民主共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 259 号） 

18.08.21 公布 

2 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第四十

九条第一項の規定に基づき厚生労働大臣の指定する医薬品の一部を改正する

件（厚生労働省告示第 305 号） 

18.08.21 公布 

3 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律

に基づく第一種使用規程の承認をした件（農林水産省及び環境省告示第 4 号） 

18.08.21 公布 

4 ケニア共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とケニア共和国政府との

間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 260 号） 

18.08.22 公布 

5 技術協力に関する日本国政府とクウェート国政府との間の協定の署名及び効

力発生に関する件（外務省告示第 261 号） 

18.08.22 公布 

6 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示 1053 号） 

18.08.22 公布 

7 エクアドル共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とエクアドル共和国

政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 262 号） 

18.08.23 公布 

8 円借款の供与に関する日本国政府とエジプト・アラブ共和国政府との間の書

簡の交換に関する件（外務省告示第 263 号） 

18.08.23 公布 

9 エチオピア連邦民主共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とエチオピ

ア連邦民主共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 264 号） 

18.08.23 公布 
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10 中央アフリカ共和国内の社会的弱者に対する食糧援助に関する日本国政府と

世界食糧計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 265 号） 

18.08.23 公布 

11 肥料を登録した件（農林水産省告示第 1926 号） 

18.08.23 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 地方政府債券公開販売引受発行業務規程 

  （地方政府债券公开承销发行业务规程） 

18.07.30 発布 財政部 財庫[2018]68 号／同日施行 

2 全国経済センサス条例（改正） 

  （全国经济普查条例） 

18.08.11 公布 国務院令第 702 号／同日施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局关于印发《部分税务稽查内部管理文书式样》的通知 

18.08.17 発布 国家税務総局 税総発[2018]133 号／同日施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 株式会社に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2018 年 7 月 19 日

付ロシア連邦法律 No.209-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

2 ロシア連邦におけるガス供給に関するロシア連邦法律への変更の導入に関す

る 2018 年 7 月 19 日付ロシア連邦法律 No.210-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

3 ロシア連邦の映画に係る国家支援に関するロシア連邦法律第 6.1 条並びに情

報及び情報技術並びに情報の保護に関するロシア連邦法律第 14 条への変更の

導入に関する 2018 年 7 月 19 日付ロシア連邦法律 No.211-FZ 

4 森林の再生及び植林の完全化に関してロシア連邦森林法典及び個別のロシア

連邦法規に変更を導入する 2018 年 7 月 19 日付ロシア連邦法典 No.212-FZ 

2019 年 1 月 1 日から施行 

5 ロシア連邦行政訴訟手続法典及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関

する 2018 年 7 月 19 日付ロシア連邦法律 No.213-FZ 

6 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 18.9 条への変更の導入に関する

2018 年 7 月 19 日付ロシア連邦法律 No.215-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 
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7 ロシア連邦における外国市民の法的地位に関するロシア連邦法律第 16 条へ

の変更の導入に関する 2018 年 7 月 19 日付ロシア連邦法律 No.216-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

8 ロシア連邦民法典第 1 部第 256 条及び第 3 部への変更の導入に関する 2018

年 7 月 19 日付ロシア連邦法律 No.217-FZ 

2019 年 6 月 1 日から施行 

9 ロシア科学アカデミー、国家科学アカデミーの再編及び個別のロシア連邦法

規への変更の導入に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2018 年 7

月 19 日付ロシア連邦法律 No.218-FZ 

公布の日から施行 

10 武器に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2018 年 7 月 19 日付ロ

シア連邦法律 No.219-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

11 熱エネルギー供給に関するロシア連邦法律及び行政的違法行為に関するロシ

ア連邦法典への変更の導入に関する 2018 年 7 月 19 日付ロシア連邦法律

No.220-FZ 

12 エネルギーの節約及びエネルギー効率の向上並びに個別のロシア連邦法規へ

の変更の導入に関するロシア連邦法律並びに行政的違法行為に関するロシア連

邦法典第 9.16 条への変更の導入に関する 2018 年 7 月 19 日付ロシア連邦法律

No.221-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

13 ロシア連邦予算法典への変更の導入並びにロシア連邦予算法典及びロシア連

邦法規の個別の規定の失効の認定に関するロシア連邦法律第 4 条への変更の導

入に関する 2018 年 7 月 19 日付ロシア連邦法律 No.222-FZ 

一部を除き、2019 年 1 月 1 日から施行 

14 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 建設省の国家管理の各分野に属する投資・経営条件に関する若干の規定を修

正し、補充し、又は廃止する議定 

政府の 2018 年 7 月 16 日付第 100/2018/NĐ-CP 号議定／18.09.15 施行 

2 食品安全法を合一する合一文書 

国会事務局の 2018 年 6 月 29 日付第 02/VBHN-VPQH 号合一文書 

3 科学及び技術法を合一する合一文書 

国会事務局の 2018 年 6 月 29 日付第 04/VBHN-VPQH 号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 木材の持続可能な利用に関する法律施行令一部改正令 

18.08.21 公布 大統領令第 29108 号／18.08.22 施行 

2 山林福祉振興に関する法律施行令一部改正令 

18.08.21 公布 大統領令第 29107 号／18.08.22 施行 

3 相互貯蓄銀行法施行令一部改正令 
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18.08.21 公布 大統領令第 29112 号／同日施行 

4 与信専門金融業法施行令一部改正令 

18.08.21 公布 大統領令第 29111 号／同日施行 

5 宇宙開発振興法施行令一部改正令 

18.08.21 公布 大統領令第 29100 号／同日施行 

6 郵便法施行令一部改正令 

18.08.21 公布 大統領令第 29102 号／18.08.22 施行 

7 情報通信産業振興法施行令一部改正令 

18.08.21 公布 大統領令第 29101 号／18.08.22 施行 

 

第 6 台湾 

1 訂定「不動產證券化條例」 

18.08.17 公布 金融監督管理委員会令 金管銀票字第 10702730300 號／同

日施行 

 

第 7 シンガポール 

1 Intellectual Property (Border Enforcement) Act 2018 

Passed by Parliament on 9 July 2018 and assented to by the President 

on 2 August 2018; No.29 of 2018 

2 PROFESSIONAL ENGINEERS (AMENDMENT NO. 2) RULES 2018 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 20 

August 2018 and come into operation on 20 August 2018; No.S500/2018 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 BUREAU OF THE TREASURY  

  TREASURY CIRCULAR No.02-2018 29 May 2018 

  AMENDING TREASURY CIRCULAR NO.01-2010, UNIFORM RULES 

AND PROCEDURES FOR REACTIVATION OF UNCLAIMED BALANCES 

REPORTED TO THE TREASURE OF THE PHILIPPNES. 

官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

2 DEPARTMENT OF INFORMATIONS AND COMMUNICATIONS 
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TECHNOLOGY 

  RULES AND REGULATIONS TO IMPLEMENT THE PROVISIONS OF 

REPUBLIC ACT NO.10929 (FREE INTERNET ACCESS IN PUBLIC 

PLACES ACT) 

18.06.14 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に

施行 

3 DEPARTMENT OF SCIENCE AND TECHNOLOGY 

  TECHNOLOGY INNOVATION FOR COMMERCIALIZATION 

(TECHNICOM) 

  RESOLUTION NO.2018-01 

  REVIEW AND EVALUATION PROCESS OF NEW PROPOSALS FOR 

TECHNICOM FUNDING 

18.03.05 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

1 動員に関する法律への追加および変更の導入に関する 2018 年 6 月 27 日付モ

ンゴル国法律 

2 モンゴル国の国防に関する法律（新版）への変更の導入に関する 2018 年 6

月 27 日付モンゴル国法律 

上記 1 の法律の施行日から施行 

3 武装力量に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2018 年 6 月 27 日付

モンゴル国法律 

上記 1 の法律の施行日から施行 

4 交戦状態に関する法律への変更の導入に関する 2018 年 6 月 27 日付モンゴル

国法律 

上記 1 の法律の施行日から施行 

5 行政的違法行為に関する法律（新版）への変更の導入に関する 2018 年 6 月

27 日付モンゴル国法律 

上記 1 の法律の施行日から施行 

6 労働安全及び衛生に関する法律への変更の導入に関する 2018 年 6 月 27 日付

モンゴル国法律 

上記 1 の法律の施行日から施行 

7 軍人の年金及び手当金に関する法律への変更の導入に関する 2018 年 6 月 27

日付モンゴル国法律 

上記 1 の法律の施行日から施行 

8 軍人の財産上の責任に関する法律への変更の導入に関する 2018 年 6 月 27 日

付モンゴル国法律 

上記 1 の法律の施行日から施行 
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第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 タシケント市における投資環境の改善に係る実験の実施に係る措置に関する

ウズベキスタン共和国大統領令 

2018 年 8 月 15 日付 No.UP-5511／同月 16 日施行 

2 ホテル業界への追加投資の誘致に係る措置に関するウズベキスタン共和国内

閣決定 

2018 年 8 月 14 日付 No.661／同月 16 日施行 

3 ソフトウェア製品及び情報製品の利用に対する権利の行使及び正式化の通関

正式化（申告）及び会計記録の管理手続に係る規程の承認に関するウズベキス

タン共和国内閣決定 

2018 年 8 月 16 日付 No.670／同月 17 日施行 

4 タシケント市における特別管理体制の導入に係る法的実験に関するウズベキ

スタン共和国大統領令 

2018 年 8 月 17 日付 No.UP-5515／同月 18 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 ポーランド 

1 小規模事業に従事する自然人の社会保障負担の減少のためのいくつかの法律

の変更に関する 2018 年 7 月 20 日付法律 No.1577 

18.08.17 公布／一部を除き、19.01.01 施行 

2 ミルク及びミルク加工品市場の組織化に関する 2004 年 4 月 20 日付法律の変

更に関する 2018 年 7 月 5 日付法律 No.1578 

18.08.17 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

3 地方国民投票に関する 2000 年 9 月 15 日付法律及び全国国民投票に関する

2003 年 3 月 14 日付法律の変更に関する 2018 年 7 月 20 日付法律 No.1579 

18.08.17 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

4 農業税に関する 1984 年 11 月 15 日付法律、地方税及び納付金に関する 1991

年 1 月 12 日付法律並びに森林税に関する 2002 年 10 月 30 日付法律の変更に

関する 2018 年 7 月 20 日付法律 No.1588 

18.08.20 公布／19.01.01 施行 

5 シフィノウイシチェにおける液化天然ガス再ガス化ターミナルの分野におけ

る投資に関する 2009 年 4 月 24 日付法律の変更に関する 2018 年 7 月 5 日付法

律 No.1590 
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18.08.20 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

6 廃物に関する 2012 年 12 月 14 日付法律及びいくつかのその他の法律の変更

に関する 2018 年 7 月 20 日付法律 No.1592 

18.08.21 公布／一部を除き、公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

7 拾得物に関する 2015 年 2 月 20 日付法律の変更に関する 2018 年 7 月 20 日付

法律 No.1599 

18.08.21 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

8 刑法典（1997 年 6 月 6 日付法律）の単一テキストの公布に関する 2018 年 7

月 20 日付国会下院議長の公告 No.1600 

18.08.21 公布 

9 公的発注法（2004 年 1 月 29 日付法律）、公的発注法（2004 年 1 月 29 日付法

律）の変更に関する 2016 年 6 月 22 日付法律及びいくつかのその他の法律の変

更に関する 2018 年 7 月 20 日付法律 No.1603 

18.08.22 公布／一部を除き、18.10.17 施行 

10 労働組合に関する 1991 年 5 月 23 日付法律及びいくつかのその他の法律の変

更に関する 2018 年 7 月 5 日付法律 No.1608 

18.08.22 公布／一部を除き、19.01.01 施行 

11 社会保険システムに関する 1998 年 10 月 13日付法律の変更に関する 2018 年

7 月 5 日付法律 No.1613 

18.08.23 公布／一部を除き、18.10.23 施行 

12 自然保護に関する 2004 年 4 月 16 日付法律の単一テキストの公布に関する

2018 年 7 月 20 日付国会下院議長の公告 No.1614 

18.08.23 公布 

13 植物の保護に関する 2003 年 12 月 18 日付法律及びいくつかのその他の法律

の変更に関する 2018 年 7 月 20 日付法律 No.1616 

18.08.23 公布／19.01.01 施行 

14 地域社会の参加を伴う地域開発に関する 2015 年 2 月 20 日付法律の変更に関

する 2018 年 7 月 20 日付法律 No.1625 

18.08.23 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

 

第 17 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 18 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 19 添付法令資料 

   1 モロッコにおける医療専門職のための教育機関の設置に関する 1993年 10月

29日付政令第 2-93-602 号（目次） 

   2 韓国放送通信発展基本法（目次） 
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   3 中国外国航空運送企業常駐代表機構審査・認可管理弁法（目次） 

   4 金融操作への参加に関する 2018年 4月 30日付インドネシア中央銀行理事会

規定 No.20/7/PADG/2018（目次） 

   5 各信用組織法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 
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大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


